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○栗東市健康づくり推進協議会設置要綱 

 

 

 

（設置） 

第１条 健康寿命の延伸を図り、市民の誰もが健康で豊かな生活が送れることを目標に、市民、市及び

関係機関がそれぞれの立場で力を合わせて健康づくり運動の推進を図るとともに、健康増進法（平成

１４年法律第１０３号）第８条第２項の規定による栗東市健康増進計画（以下「計画」という。）の

策定、推進及び評価等を行うため、栗東市健康づくり推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１） 健康づくり運動の推進のための方策について協議すること。 

（２） 健康づくり運動に係る連絡調整等に関すること。 

（３） 計画の策定及び推進に関すること。 

（４） 計画の分析、評価、変更等に関すること。 

２ 協議会は、必要があると認めるときは、関係機関等の意見を聴き、市長に具申することができる。 

（組織等） 

第３条 協議会は、委員１７人以内をもって組織する。 

２ 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 公募市民 

（２） 社会福祉を目的とする活動を行う者 

（３） 保健関係者 

（４） 医療関係者 

（５） 教育関係者 

（６） 関係行政機関の職員 

（７） その他市長が適当と認める者 

３ 委員の任期は、委嘱の日から当該日の属する年度の翌年度の末日までとし、再任を妨げない。ただ

し、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 協議会に会長１人及び副会長２人を置く。 

５ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

６ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

７ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（専門部会） 

第４条 協議会は、必要があると認めるときは、その定めるところにより専門部会を置くことができる。 
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２ 専門部会に属すべき委員は、委員の互選により定める。 

３ 専門部会に部会長及び副部会長をそれぞれ１人置く。 

４ 部会長及び副部会長は、当該専門部会に属する委員の互選により定める。 

５ 部会長は、専門部会の事務を掌理し、専門部会を代表する。 

６ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

７ 専門部会は、調査及び審議を行った事項について、協議会の会議において報告するものとする。 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が必要に応じて招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会の会議は、半数以上の委員の出席がなければ開くことができない。 

３ 協議会の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明及び意見を聴くことがで

きる。 

５ 前各項の規定は、専門部会の会議について準用する。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は、健康福祉部健康増進課において処理する。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定め

る。 

附 則 

この告示は、平成２４年６月１日から施行する。 

附 則（平成２６年４月３０日告示第８８号） 

この告示は、平成２６年５月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月１日告示第６７号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日告示第９３号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年６月２６日告示第１０４１号） 

この告示は、令和５年６月２６日から施行する。 

附 則（令和６年４月１日告示第１０５１号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 


